
【企画提案応募申請書類チェックシート】
※企画提案応募申請書類について記入漏れ又は添付漏れがないか、確認のうえ提出して下さい。
	 代表申請者名：


	 ● 申請書類【提出部数：正本１部（片面印刷）、写し１部（片面印刷）】
□　企画提案応募申請書（様式３）
□　企業連携体構成書（様式４）
□　委任状（様式５）
□　企業連携体協定書の写し（様式６）
□　その他補足説明資料（会社案内、パンフレットなど）（任意）
※様式４～６は、企業連携体のみ、様式５は、代表申請者を除く企業連携体構成員全員分を提出すること。
● 添付資料【提出部数：正本１部（片面印刷）、写し１部（片面印刷）】
　　□　履歴事項全部証明書（登記簿謄本）※企業連携体構成員全員分
　　□　直近３事業年度の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）
　　□　直近３か年の法人税、法人事業税、法人県民税、法人市町村民税の納税証明書
　　※履歴事項全部証明書、直近３事業年度の決算報告書は企業連携体構成員全員分を提出
● 企画提案書【提出部数：10部(A4、両面カラー印刷、20頁以内、任意様式)】
作成にあたって以下の内容を含めること。
□　会社概要　※企業連携体の場合は、各企業についても記載
□　業務実績　※過去のテレワーク関連の類似実績などがあれば望ましい。
□　企画提案の内容・目的　
※テレワーク拠点の確保・環境整備、テレワーク業務の受注に向けた営業活動、拠点テレワーカーの育成や業務斡旋等の説明に加え、令和８年度以降のテレワーク拠点の展開、補助事業終了後の自走化に関する計画について記載してください。
□　事業実施体制　※役割や担当者名などが記載されていることが望ましい。
※クラウドソーシングを提供する事業者と連携が図れるか。
□　業務スケジュール

□　事業費積算内訳
※仕様書に記載されている補助対象経費区分に該当するか。



（様式３）
沖縄県知事　殿
代表申請者
所 在 地　〒○○○-○○○○
○○○○○
会 社 名　○○○○
代 表 者　○○○　○○　○○
令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業補助金に係る企画提案応募申請書
令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業補助金に係る申請書を、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の内容
企画提案書のとおり
２　事業に要する経費及び補助金交付申請額
　⑴　事業に要する経費（総額）　　　　　　　　円
　⑵　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円（消費税等を含まない額）
　⑶　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円（補助対象経費の8/10以内）
３　申請書類
⑴　申請書類チェックシート
⑵　様式４～６（企業連携体の場合）
⑶　その他補足説明資料（任意）
４　添付資料
⑴　履歴事項全部証明書（登記簿謄本）
⑵　直近３事業年度の決算報告書（損益計算書、貸借対照表等）
⑶　直近３か年の法人税、法人事業税、法人県民税、法人市町村民税の納税証明書
５　 企画提案書
（様式４）
　企業連携体構成書
　本事業の公募に関し、次のとおり企業連携体を構成します。
	企業連携体名
	令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業企業連携体

	代表企業
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	

	
	部　署　名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	連　絡　先
	TEL:
	E-mail;

	
	担当業務
	

	構 成 員
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	

	
	部　署　名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	連　絡　先
	TEL:
	E-mail:

	
	担当業務
	

	構 成 員
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	

	
	部　署　名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	連　絡　先
	TEL:
	E-mail:

	
	担当業務
	


注１「構成員」欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加すること
２「担当業務」欄には、企業連携体における本事業でのそれぞれの役割を簡潔に記載すること。　
３企業連携体名は、予め指定している。
（様式５）
委　　任　　状
令和７年  月  日
　
沖縄県知事　殿
（構成員：委任者）
所　在　地　〒○○○-○○○○
　　　　　　　○○○○○
会　社　名　○○○○
代　表　者　○○○　○○　○　　　
　次の企業を企業連携体の代表者として、補助事業予定者募集の企画提案公募に関する次の権限を委任します。
	企　業　名
	

	代表者
（受任者）
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	

	委　任　事　項
	１　申請書類・提案書類の提出及び取り下げに関すること
２　審査結果の通知の受領に関すること
３　補助事業者の決定手続きの協議に関すること


　　（注）企業連携体の場合は、代表申請者を除く構成員全員分を作成し、提出すること。
（様式６）
令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業
企業連携体協定書
（目的）
第１条　この協定は、令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業補助金に係る企業連携事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、実施主体となる企業連携体が、双方、協同・連帯して効果的に取組むことを目的として締結するものとする。
（名称）
第２条　この協定書に基づく企業連携体は「令和７年度離島テレワーク拠点整備支援事業企業連携体」（以下「本連携体」という。）と称する。
（代表者及び構成員）
第３条　本連携体は以下の企業により構成するものとし、　　を代表者とする。
　(1)　代表者
所　 在 　地　
商号又は名称　
代表者名

　(2)　構成員１
住所　
商号又は名称　

代表者名　
　(3)　構成員２
住所　
商号又は名称　
代表者名　
２　前項の代表者が退任する場合は、本連携体は新代表者を選任し、これを沖縄県に通知するものとする。
３　前項の通知前に従前の代表者が、本事業に関し行った行為については、本連携体はこれを有効とし、沖縄県に対しその責めに任ずるものとする。
（代表者の権限）
第４条　本連携体の代表者は、本事業の履行に関し、本連携体を代表して、発注者及び監督官庁等と折衝する権限、自己の名義をもって補助金の申請、請求、受領等に関する事務や経理、本連携体に属する財産を管理する権限等を有する。
（構成員の責任）
第５条　本連携体は、各構成員が実施する役割、内容を予め明確にした上で、本事業を遂行するものとし、遂行に関して連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）

第６条　本連携体の取引金融機関は、　　銀行　　支店とし、代表者の名義により設けられた預金口座によって取引を行うものとする。
（解散の時期）
第７条　本連携体は、本事業の不採択通知を受けた場合は、同日をもって解散するものとする。
（解散後の瑕疵担保責任）
第８条　当連携体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は、第５条第１項によりその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第９条　この協定書に定めの無い事項については、各構成員の協議によって定める。
　上記のとおり企業連携体協定を締結したので、その証拠として本協定書　　通を作成し、各１通に構成員が記名押印し、各自１通を保有するものとする。なお、１通は沖縄県へ提出するものとする。
令和　　年　　月　　日
代表者
　　　　　　　　　　　　　　所　 在 　地　
  　　　　　　　　　　　　  商号又は名称　
      　　　　　　　　　　　代表者名　
構成員１
　　　　　　　　　　　　　　所　 在 　地　
  　　　　　　　　　　　　  商号又は名称　
      　　　　　　　　　　　代表者名　
構成員２
　　　　　　　　　　　　　　所　 在 　地　
  　　　　　　　　　　　　  商号又は名称　
      　　　　　　　　　　　代表者名　
